
熊本県地域生活支援事業費等補助金事務取扱要領  

 

（趣旨）  

第１条 熊本県地域生活支援事業費等補助金の交付に係る事務取扱については、熊本県補

助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）及び熊本県

健康福祉補助金等交付要項（以下「要項」という。）に定めるもののほか、この要領に

定めるところによる。  

（補助金の交付申請）  

第２条 要項の規定にかかわらず、規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式とし、

その添付書類は、次に掲げるとおりとする。  

（１）熊本県地域生活支援事業費等補助金所要額調（別記第２号様式）  

（２）地域生活支援事業等所要額内訳（別記第３号様式）  

（３）歳入歳出予算（見込）書抄本  

２ 要項第３条第２項第２号の収支予算書の様式は、同号の規定にかかわらず、歳入歳出

予算（見込）書抄本とする。  

（交付の条件）  

第３条 補助金の交付の条件は、規則第５条第１項第１号及び第２号に掲げるもののほか、

 次のとおりとする。  

（１）事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得

  し、又は効力の増加した価格が単価５０万円以上の機械及び器具については、補助金

  等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１

  ４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、知事

  の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

  し付け、又は担保に供してはならない。  

（２）事業により取得した財産を知事の承認を受けて処分することにより収入があった場

合には、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。  

（３）事業により取得し、又は効力の増加した財産については、事業完了後においても善

  良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければなら

  ない。  

（４）市町村は、県から概算払により間接補助金に係る補助金の交付を受けた場合には、

  当該概算払を受けた補助金に相当する額を遅滞なく間接補助事業者に交付しなければ

  ならない。  

（５）市町村は、間接補助金を間接補助事業者に交付する場合には、次の条件を付さなけ

  ればならない。  

 ア 第１号から前号までに掲げる条件。この場合において、市町村にあっては、第１号

及び前号の規定中「知事の承認」とあるのは「市町村長の承認」と、「県」とあるの

は「市町村」と、第１号の規定中「５０万円」とあるのは「３０万円」と、それぞれ

読み替えるものとする。 

 イ 間接補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出に

ついて証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を間接補助事業等完了後５年間

保管しておかなければならない。  

（６）前号により付した条件に基づき、市町村長が承認又は指示をする場合には、あらか

じめ知事の承認又は指示を受けなければならない。  

（７）間接補助事業者から財産の処分による収入の全部又は一部の納付があった場合には、

  その納付額の全部又は一部を県に納付させることがある。  

（実績報告）  



第４条 要項の規定にかかわらず、規則第１３条の実績報告書は、別記第４号様式とし、

 その添付書類は、次に掲げるとおりとする。  

（１）熊本県地域生活支援事業費等補助金精算書（別記第５号様式）  

（２）地域生活支援事業等実施状況調（精算額内訳）（別記第６号様式）  

（３）歳入歳出決算（見込）書抄本  

２ 要項第９条第２項第２号の収支精算書の様式は、同号の規定にかかわらず、歳入歳出

決算（見込）書抄本とする。  

３ 要項第９条第３項の実績報告書の提出期限は、毎年度別途定める日とする。  

（雑則）  

第５条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

 附則  

この要領は、平成２４年１１月８日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

この要領は、平成２６年２月１３日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

この要領は、平成２６年４月２４日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

この要領は、平成２７年２月９日から施行し、平成２７年２月９日から適用する。 

この要領は、平成２８年２月２４日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

この要領は、平成２８年１０月４日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

この要領は、平成３０年２月７日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

この要領は、平成３１年３月２９日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

この要領は、令和元年１０月２５日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

この要領は、令和２年８月１４日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

この要領は、令和３年４月１４日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

この要領は、令和３年１０月１５日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

この要領は、令和５年２月６日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 

 



 

別記第１号様式 

番 号 

年 月 日 

 

  熊本県知事       様 

 

                    住所             

                       

市 町 村 長 

                     広 域 連 合 長      

               広域行政事務組合長 

 

  年度熊本県地域生活支援事業費等補助金交付申請書 

   年度において、下記のとおり事業を実施したいので、熊本県地域生活支援事

業費等補助金を交付されるよう熊本県補助金等交付規則第３条及び熊本県健康福祉

補助金等交付要項第３条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

  申 請 額     金           円 

 

 

 

（添付書類） 

 

１ 熊本県地域生活支援事業費等補助金所要額調（別記第２号様式） 

 

２ 地域生活支援事業等所要額内訳（別記第３号様式） 

 

３ 歳入歳出予算（見込）書抄本 

 



別記第２号様式

１－（１）　直接 単位：円

区分
対象経費

支出予定額
A

寄付金
その他の

収入予定額
B

差引額
（A-B）

C

基準額
D

県補助
基本額

E

県補助
所要額

（E×1/4）
F

県補助金
既交付決定額

G

差し引き
追加交付

（一部取消）
申請額
（F-G）

H

備考

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

（注１）

（注２）

（注３）

本表に実施する事業の所要額を記入すること。

熊本県地域生活支援事業費等補助金所要額調

種目

地域生活支援事業

Ｅ欄には、Ｃ欄とＤ欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

Ｆ欄は千円未満を切捨てにすること。

（市町村等名：          　　　　　　      ）

地域
生活
支援
事業
費等
補助
金

障害者虐待防止対策支援事業

地
域
生
活
支
援
促
進
事
業

発達障害児者地域生活支援モデル事
業

重度訪問介護利用者の大学修学支援
事業

医療的ケア児等総合支援事業

成年後見制度普及啓発事業

アルコール関連問題に取り組む民間
団体支援事業

薬物依存症に関する問題に取り組む
民間団体支援事業

ギャンブル等依存症に関する問題に
取り組む民間団体支援事業

発達障害児者及び家族等支援事業

精神障害にも対応した地域包括ケアシ
ステムの構築推進事業

地域生活支援事業の効果的な取組推
進事業

雇用施策との連携による重度障害者
等就労支援特別事業

特別促進事業



１－（２）　間接 単位：円

区分
対象経費

支出予定額
A

寄付金
その他の

収入予定額
B

差引額
（A-B）

C

基準額
D

市町村
補助基本額

E

市町村
補助予定額

F

県補助
基本額

G

県補助
所要額

（G×1/4）
H

県補助金
既交付決定額

I

差し引き
追加交付

（一部取消）
申請額
（H-I）

J

備考

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（注１）

（注２）

（注３）

(注４）

地域生活支援事業

種目

アルコール関連問題に取り組む民間
団体支援事業

地
域
生
活
支
援
促
進
事
業

地域
生活
支援
事業
費等
補助
金

本表に社会福祉法人等が行う事業に補助する額を記入すること。

E欄には、Ｃ欄とＤ欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

G欄には、E欄とF欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

Ｈ欄は千円未満を切捨てにすること。

薬物依存症に関する問題に取り組む
民間団体支援事業

ギャンブル等依存症に関する問題に
取り組む民間団体支援事業

雇用施策との連携による重度障害者
等就労支援特別事業

特別促進事業

精神障害にも対応した地域包括ケアシ
ステムの構築推進事業



１－（１）（２）　市町村総括表（直接補助分＋間接補助分） 単位：円

区分
対象経費

支出予定額
A

寄付金
その他の

収入予定額
B

差引額
（A-B）

C

基準額
D

県補助
基本額

Ｅ

県補助
所要額

（Ｅ×1/4）
Ｆ

県補助金
既交付決定額

Ｇ

差し引き
追加交付

（一部取消）
申請額
（Ｆ-Ｇ）

Ｈ

備考

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

アルコール関連問題に取り組む民間
団体支援事業

薬物依存症に関する問題に取り組む
民間団体支援事業

ギャンブル等依存症に関する問題に
取り組む民間団体支援事業

発達障害児者及び家族等支援事業

精神障害にも対応した地域包括ケアシ
ステムの構築推進事業

地域生活支援事業の効果的な取組推
進事業

重度訪問介護利用者の大学修学支援
事業

特別促進事業

成年後見制度普及啓発事業

地域生活支援事業

地域
生活
支援
事業
費等
補助
金

合計

種目

医療的ケア児等総合支援事業

発達障害児者地域生活支援モデル事
業

障害者虐待防止対策支援事業

地
域
生
活
支
援
促
進
事
業

雇用施策との連携による重度障害者
等就労支援特別事業



別記第３号様式

理解促進研修・啓発事業

自発的活動支援事業

基幹相談支援センター等機能強化事業

住宅入居等支援事業

成年後見制度利用支援事業

成年後見制度法人後見支援事業

意思疎通支援事業

日常生活用具給付等事業

手話奉仕員養成研修事業

移動支援事業

地域活動支援センター機能強化事業

福祉ホームの運営

訪問入浴サービス

生活訓練等

日中一時支援

地域移行のための安心生活支援

巡回支援専門員整備

協議会における地域資源の開発・利用促進等の支援

児童発達支援センターの機能強化

地域生活定着支援センターとの連携強化事業

レクリエーション活動等支援

芸術文化活動振興

点字・声の広報等発行

奉仕員養成研修

複数市町村における意思疎通支援の共同実施促進

家庭・教育・福祉連携推進事業

盲人ホームの運営

知的障害者職親委託

特別支援事業

発達障害児者地域生活支援モデル事業

障害者虐待防止対策支援事業

成年後見制度普及啓発事業

アルコール関連問題に取り組む民間団体支援事業

薬物依存症に関する問題に取り組む民間団体支援事業

ギャンブル等依存症に関する問題に取り組む民間団体支援事業

特別促進事業

（注１）

（注２） 　合計が、別記第２号様式「熊本県地域生活支援事業費補助金所要額調」の対象経費支出予定額欄と一致すること。

所要額　（円） 算出内訳

必須事業

相談支援
事業

所要額　（円） 算出内訳 備考

地域生活支援促進事業　所要額内訳
事　　　　業　　　　名

事　　　　業　　　　名 備考

相談支援事業所等（地域援助事業者）
における退院支援体制確保

⑩

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業

　本表に、実施する事業の対象経費を記入すること。

合計

⑧ 発達障害児者及び家族等支援事業

⑫

⑨

雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業

地域生活支援事業の効果的な取組推進事業

③ 医療的ケア児等総合支援事業

⑪ 重度訪問介護利用者の大学修学支援事業

合計

①

②

④

⑤

⑥

⑦

⑬

日常生活
支援

就業・就
労支援

任意事業

（市町村等名　：　　　　　　　　　　　　）

地域生活支援事業　所要額内訳

社会参加
支援



 

別記第４号様式 

 

                                番     号 

                                年  月  日 

 

 熊本県知事      様 

 

住所              

                       

市 町 村 長 

                      広 域 連 合 長      

            広域行政事務組合長 

 

                             

 

     年度熊本県地域生活支援事業費等補助金実績報告書 

 

   年  月  日付け  第    号の交付決定通知に基づき、熊本県地域生活支

援事業費等補助金に係る事業を実施したので、熊本県補助金等交付規則第１３条及び熊本

県健康福祉補助金等交付要項第９条の規定により、関係書類を添えてその実績を報告しま

す。 

 

 

 

添付書類 

 

１ 熊本県地域生活支援事業費等補助金精算書（別記第５号様式） 

 

２ 地域生活支援事業等実施状況調（精算額内訳）（別記第６号様式） 

 

３ 歳入歳出決算（見込）書抄本 

 

 



別記第５号様式

単位：円

超過額
(H-F)

Ｉ

不足額
(F-H)

Ｊ

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（注1）

（注２）

熊本県地域生活支援事業費等補助金精算書

（市町村等名　：               　）

１－（１）　直接

区分 種目
対象経費
実支出額

A

差引過不足額寄付金
その他の
収入額

B

差引額
（A-B）

C

基準額
Ｄ

県補助
基本額

Ｅ

県補助
所要額

（E×１／４）
Ｆ

備考
県補助金
受入済額

Ｈ

地域
生活
支援
事業
費等
補助
金

県補助金
交付決定額

Ｇ

地域生活支援事業

Ｅ欄にはＣ欄とＤ欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

Ｆ欄は千円未満を切捨てにすること。

発達障害児者地域生活支援モデル事
業

障害者虐待防止対策支援事業

医療的ケア児等総合支援事業

重度訪問介護利用者の大学修学支
援事業

精神障害にも対応した地域包括ケア
システムの構築推進事業

地域生活支援事業の効果的な取組
推進事業

雇用施策との連携による重度障害者
等就労支援特別事業

特別促進事業

地
域
生
活
支
援
促
進
事
業

成年後見制度普及啓発事業

アルコール関連問題に取り組む民間
団体支援事業

薬物依存症に関する問題に取り組む
民間団体支援事業

ギャンブル等依存症に関する問題に
取り組む民間団体支援事業

発達障害児者及び家族等支援事業



単位：円

超過額
(J-H)

Ｋ

不足額
(H-J)

Ｌ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

(注２）

（注３）

地域
生活
支援
事業
費等
補助
金

地域生活支援事業

１－（２）
間接

区分 種目
市町村補助

基本額
Ｅ

精神障害にも対応した地域包括ケア
システムの構築推進事業

備考
県補助金
受入済額

Ｊ

差引過不足額

アルコール関連問題に取り組む民間
団体支援事業

薬物依存症に関する問題に取り組む
民間団体支援事業

市町村
補助額

Ｆ

県補助
基本額

Ｇ

県補助
所要額

（G×１／４）
Ｈ

県補助金
交付決定額

Ｉ

対象経費
実支出額

A

寄付金
その他の
収入額

B

差引額
（A-B）

C

基準額
Ｄ

雇用施策との連携による重度障害者
等就労支援特別事業

特別促進事業

地
域
生
活
支
援
促
進
事
業

Ｇ欄には、Ｅ欄とＦ欄の額を比較して、少ない方の額を記入すること。

Ｈ欄は千円未満を切捨てにすること。

ギャンブル等依存症に関する問題に
取り組む民間団体支援事業



単位：円

超過額
(H-F)

I

不足額
(F-H)

J

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

重度訪問介護利用者の大学修学支
援事業

区分 種目
対象経費
実支出額

A

寄付金
その他の
収入額

B

差引額
（A-B）

C

基準額
Ｄ

県補助
基本額

E

県補助
所要額

（E×１／４）
F

医療的ケア児等総合支援事業

成年後見制度普及啓発事業

アルコール関連問題に取り組む民間
団体支援事業

薬物依存症に関する問題に取り組む
民間団体支援事業

ギャンブル等依存症に関する問題に
取り組む民間団体支援事業

発達障害児者及び家族等支援事業

精神障害にも対応した地域包括ケア
システムの構築推進事業

地域生活支援事業の効果的な取組
推進事業

雇用施策との連携による重度障害者
等就労支援特別事業

特別促進事業

地域生活支援事業

発達障害児者地域生活支援モデル事
業

障害者虐待防止対策支援事業

地
域
生
活
支
援
促
進
事
業

１－（１）（２）　市町村総括表（直接補助分＋間接補助分）

備考

地域
生活
支援
事業
費等
補助
金

合計

県補助金
交付決定額

G

県補助金
受入済額

H

差引過不足額



別記第６号様式

理解促進研修・啓発事業

自発的活動支援事業

基幹相談支援センター等機能強化事業

住宅入居等支援事業

成年後見制度利用支援事業

成年後見制度法人後見支援事業

意思疎通支援事業

日常生活用具給付等事業

手話奉仕員養成研修事業

移動支援事業

地域活動支援センター機能強化事業

福祉ホームの運営

訪問入浴サービス

生活訓練等

日中一時支援

地域移行のための安心生活支援

巡回支援専門員整備

協議会における地域資源の開発・利用促進等の支援

児童発達支援センターの機能強化

地域生活定着支援センターとの連携強化事業

レクリエーション活動等支援

芸術文化活動振興

点字・声の広報等発行

奉仕員養成研修

複数市町村における意思疎通支援の共同実施促進

家庭・教育・福祉連携推進事業

盲人ホームの運営

知的障害者職親委託

特別支援事業

発達障害児者地域生活支援モデル事業

障害者虐待防止対策支援事業

成年後見制度普及啓発事業

アルコール関連問題に取り組む民間団体支援事業

薬物依存症に関する問題に取り組む民間団体支援事業

ギャンブル等依存症に関する問題に取り組む民間団体支援事業

特別促進事業

（注１）

（注２）

（市町村等名　：　　　　　　　　　　　　）

地域生活支援事業　実施状況調（精算額内訳）
事　　　　業　　　　名 精算額　（円） 算出内訳 備考

必須事業

相談支援
事業

任意事業

相談支援事業所等（地域援助事業者）
における退院支援体制確保

社会参加
支援

就業・就
労支援

日常生活
支援

合計

地域生活支援促進事業　実施状況調（精算額内訳）
事　　　　業　　　　名 精算額　（円） 算出内訳 備考

合計

　本表に、実施した事業の対象経費を記入すること。

　合計が、別記第５号様式「熊本県地域生活支援事業費補助金精算書」の対象経費実支出額欄と一致すること。

⑩ 地域生活支援事業の効果的な取組推進事業

⑫ 雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業

①

②

④

⑤

⑥

③ 医療的ケア児等総合支援事業

⑪ 重度訪問介護利用者の大学修学支援事業

⑦

⑬

⑧ 発達障害児者及び家族等支援事業

⑨ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業


